
（事業番号：１３５） 

事 業 名 確かな学力の育成と個に応じた教育の推進事業 

当初予算額 173,864千円 担当課 
教育委員会義務教育課(内線5252）、高校教育課(内線5268）、 

特別支援教育課(内線5288) 

取組みの方向 小・中学校全学年で35人学級を実施するとともに、小学校高学年の教科担任制を拡充し、個に応じたきめ細

かな指導を継続しながら個を生かす協働的な学びを充実するほか、英語や理数の分野において先導的な役割を

果たす児童生徒を育成するため、特色ある取組みを推進する。 

また、ＩＣＴを活用した教育を推進する。 

事 業 概 要 １．香川型指導体制の推進 

(1) 事業内容 

新しい時代の学びの環境を整備し、確かな学力を育成するために、必要な教員を配置し、香川型指導

体制を推進する。 

(2) 事業期間  令和３年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 小学校、中学校全学年で35人学級を実施 

② 授業の質を高め、児童の学習への関心・意欲の向上を図るために小学校高学年教科担任制を拡充 

 

２．「さぬきっ子学力向上」事業（30,969千円） 

(1) 事業内容 

学校力の向上、教員の指導力の向上、子どもの学習意欲等の向上のための取組みを実施し、香川県学

習状況調査で児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の検証や指導の充実に役立てること

で、学力の向上を図る。 

(2) 事業期間  令和３年度～ 

(3) ５年度事業内容  

① 小学校５年生及び中学校２年生を対象に香川県学習状況調査を悉皆で実施 

② 学校力の向上のために、学力向上モデル校などの取組みを実施 

③ 教員の指導力の向上のために、総合授業力リーダーによる授業の動画を作成 

④ 子どもの学習意欲等の向上のために、科学の甲子園ジュニア大会などの取組みを実施 

⑤ 学力向上等を目的とした指導員等を配置する市町を支援 

 

３．外国語教育充実事業（87,729千円） 

(1) 英語指導スキルアップ事業（3,678千円） 

① 事業内容 

小・中学校の教員の英語力や英語指導のスキルを高めるとともに、大学等と連携した研修を通して、

児童生徒の英語学習意欲の向上を図る。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容 

児童生徒の英語学習に対する意欲を高めるため、著名な大学教授を招へいし、研修を実施 

(2) ＡＬＴ活用事業（84,051千円） 

① 事業内容 

県立高校等にＡＬＴを配置し、生きた英語に触れさせることにより、生徒の英語力の向上を図る。 

② 事業期間  平成19年度～ 

③ ５年度事業内容 

民間委託により、15名のＡＬＴを県立高校29校、県立中学校１校に配置し、ネイティブスピーカー

による英語指導を実施する。 

 

４．幼児教育総合支援事業（11,982千円） 

(1) 事業内容 

就学前教育の充実のため、教員研修等を実施するとともに、市町の就学前教育施設及び幼児教育アド

バイザー等への助言・提言等を通して就学前教育の推進体制の充実・強化を図る。 
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 (2) 事業期間  平成13年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 幼児教育充実推進事業（5,586千円） 

「香川県就学前教育振興指針」に沿って就学前教育の充実を図るため、幼稚園新規採用教員研修等を

実施 

② 就学前教育サポート事業（6,396千円） 

○新・保育者の資質向上を目指すため、義務教育課内に幼児教育支援センターを設置し、幼稚園、認定こど

も園、保育所における充実した教育・保育活動を推進 

・幼児教育施設に幼児教育スーパーバイザーを派遣し、園内研修や園経営等の指導・助言を実施 

 

５．外国人児童生徒等支援事業（596千円）(再掲) 

(1) 事業内容 

外国人児童生徒等の受入から卒業後の進路まで一貫した指導・支援体制の構築を図るため、効果的な

支援を県内に普及するとともに、学校の受入体制整備を支援する。 

 (2) 事業期間  令和２年度～ 

(3) ５年度事業内容  

外国人児童生徒に対する日本語指導に係るモデル事業の成果の普及を図るとともに、オンラインによ

る拠点校と他校をつないだ指導を実施する市町に対し、その経費の一部を補助 

 

○新６．ＩＣＴ活用教育推進事業（42,588千円） 

(1) 事業内容 

学校教育の情報化を推進するため、基本的な施策の方向性を示す推進計画を策定するとともに、小・

中学校におけるＩＣＴ活用のサポートを受けられる体制の整備や、県立学校へのＩＣＴ支援員の派遣な

どを行う。 

(2) 事業期間  令和５年度～ 

(3) ５年度事業内容  

  ① 学校教育情報化推進計画策定事業（1,048千円） 

ＩＣＴを活用した児童生徒の資質・能力の育成、教職員のＩＣＴ活用指導力の向上と人材の確保、

ＩＣＴ環境や推進体制の整備などを盛り込んだ学校教育情報化推進計画を策定 

  ② 教育情報化推進体制整備事業（1,200千円） 

教育委員会に教育情報化推進室を設置し、学校教育の情報化を推進 

  ③ ＧＩＧＡスクール運営支援センター整備事業（24,500千円） 

小・中学校における１人１台端末活用を推進するため、市町教育委員会と連携してＧＩＧＡスクー

ル運営支援センターを設置し、ＩＣＴの効果的な活用の日常的なサポートを受けられる体制を整備 

④ ＩＣＴ支援員活用事業（15,840千円） 

県立学校における１人１台端末の活用を推進するため、県立中学校１校、県立高校29校及び県立

特別支援学校９校にＩＣＴ支援員を派遣し、ＩＣＴ機器の管理や授業支援等を実施 

 

- 208 -



（事業番号：１３６） 

事 業 名 豊かな人間性をはぐくむ教育の推進事業 

当初予算額 221,745千円 担当課 
教育委員会義務教育課（内線5250）、 

人権・同和教育課（内線5343） 

取組みの方向 ① 暴力行為、いじめ、不登校等の生徒指導上の課題に対応するため、保護者との連携を密に信頼関係を構築

し、児童生徒一人ひとりの実態に応じた生徒指導を推進するよう、学校の取組みの充実を図る。また、学校

に支援チームを派遣することにより、学習環境の確保や児童生徒の立ち直り支援を行う。 

② 不登校等の未然防止や早期発見のため、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門

家の効果的な活用を推進するとともに、学校だけでは対応できない生徒指導上の諸課題について、家庭・地

域社会・関係機関が一体となって解決を図るための体制づくりに取り組む。また、自己有用感を高めるため

の児童生徒の交流活動を推進する。 

③ 学校の教育活動全体を通じた道徳教育や人権・同和教育を推進する。 

事 業 概 要 １．生徒指導総合支援事業（40,160千円） 

(1) 事業内容 

問題行動等の課題を抱える学校を支援するためのスクールサポートチームを派遣するとともに、学校

及び地域ぐるみで児童生徒の規範意識の醸成を図るなど、生徒指導の充実に向けた取組みを推進する。

また、学級や学年、学校等の枠を越えた児童生徒の交流活動を行う。さらに、学校をサポートする教育

委員会の機能強化の観点から、トラブル事案の法務整理を行うスクールロイヤーを配置する。 

(2) 事業期間 

平成23年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① スクールサポートチームを学校に派遣 

② いじめ、不登校、暴力行為等の未然防止のための児童生徒の交流活動の実施 

③ 中学校1年生を対象とした「13歳の自律教室」の実施 

④ スクールロイヤーによる学校現場に対する対応方針等の助言 

 

２．いじめ・不登校等対策事業（136,291千円） 

(1) 事業内容 

いじめ･不登校等の未然防止や早期発見、早期対応のため、教育相談体制の充実を図る。また、不登校

児童生徒の支援について、関係機関の連携に向けてネットワークづくりを推進する。 

(2) 事業期間 

平成19年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 臨床心理士等をスクールカウンセラーとして、すべての公立小・中学校に学校規模に応じて派遣すると

ともに県教育センターに配置（122,818千円） 

② スーパーバイザーによるスクールカウンセラーへの指導・助言（250千円） 

③ 教育センターにおける24時間電話相談の実施（7,956千円） 

④ 小学校等の活動補助のための学生ボランティア等の派遣 

⑤ 学校支援アドバイザーによるスクールソーシャルワーカー等への指導・助言（3,673千円） 

⑥ いじめ問題対策連絡協議会の開催（452千円） 

⑦ 不登校対策コーディネーターを活用し、関係機関の連携に向けたネットワークづくりを推進（424千円） 

○新⑧ 研究指定校に空き教室を利用した校内サポートルームを開設し、不登校傾向の児童生徒の居場所や教

育機会の選択肢を増やす実証研究を実施（718千円） 

 

３．スクールソーシャルワーカー配置促進事業（35,579千円） 

(1) 事業内容 

スクールソーシャルワーカーの配置を促進し、相談体制の充実を図る。 

(2) 事業期間 

平成25年度～ 
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 (3) ５年度事業内容 

市町がスクールソーシャルワーカーを配置する経費を補助 

 

４．児童・生徒の自治的活動支援事業（463千円） 

(1) 事業内容 

児童生徒の自主的・自立的な取組みとして、小・中学校の代表者等が、いじめ問題について話し合う。 

(2) 事業期間 

平成22年度～ 

(3) ５年度事業内容 

「いじめゼロ子どもサミット2025」に向けて小・中学生実行委員を育てる「いじめゼロ子どもセミ 

ナー」を開催 

 

５．豊かな心を育てる事業（8,600千円） 

(1)豊かな心を育てる事業（886千円） 

① 事業内容 

学校や家庭、地域社会が連携して行う豊かな心を育てる取組みを推進する。 

② 事業期間 

平成22年度～ 

③ ５年度事業内容 

希望する小・中学校に「いのちのせんせい」を派遣する出前授業の実施 

 (2)郷土に誇りを持つ教育の推進事業（7,714千円） 

① 事業内容 

「ふるさと教育」の一層の充実のため、教材を提供するとともに、教員の指導力の向上等を図る。 

② 事業期間 

令和４年度～ 

③ ５年度事業内容 

令和４年度に作成した「かがわふるさと百人一首」の活用を図り、児童生徒が郷土への興味関心を

高め、ふるさとのよさを学ぶ機会とするとともに、モデル校において、県オリジナル教材「ふるさと

香川」を活用した授業実践等の取組みを推進し、研究成果を広く県内の学校に普及することで、児

童生徒が主体的に取り組む課題解決型のふるさと学習の充実を図る。 

 

６．多様性社会に適応する豊かな心の育成事業（652千円） 

(1) 事業内容 

児童生徒や教職員が人権を尊重し、多様性を認め合い、個性と能力を十分に発揮することができる社

会の実現に向け、教職員研修や児童生徒の人権感覚を育てる事業を総合的に実施する。 

(2) 事業期間 

令和２年度～ 

(3) ５年度事業内容 

児童生徒及び教職員を対象に、個別人権課題に関わる当事者との交流を通じて学びを深める参加体験

型の研修会や、当事者による講演会等を実施する。 

 

- 210 -



（事業番号：１３７） 

事 業 名 すこやかな体をはぐくむ教育の推進事業 

当初予算額 7,110千円 担当課 教育委員会保健体育課（内線5323）、総務課（内線5211） 

取組みの方向 長期的な低下傾向にある子どもの体力・運動能力の向上を図るため、幼児期から運動習慣の確立や体力づく

り活動を推進する。また、体力づくりの基盤となる学校体育や運動部活動の充実に向け、教員の指導力と資質

の向上を図ったり、運動場等の芝生化の促進を図る。 

子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけられるよう、学校教育活動全体において体

系的な食育の指導に取り組む。 

事 業 概 要 １．体力づくり活動推進事業（4,626千円） 

(1) 事業内容 

体力・運動能力調査の分析結果を踏まえ、子どもの体力向上の取組みの充実を図り、体力づくりの基

盤となる学校体育の充実に向け、学習指導法や実技等の研修を行い、教員の指導力と資質の向上を図る

ほか、運動部活動の活性化を図るため、指導力等の向上を目指した指導者研修会を開催する。 

(2) 事業期間  平成21年度～ 

(3) ５年度事業内容   

・体力・運動能力調査の分析に基づく「さぬきっ子チャレンジカード」の全県展開 

・保育所・幼稚園等の指導者を対象とした幼児期の体力向上指導者研修会の開催 

・小・中・高等学校教員を対象とした実技講習会の開催 

・武道等の授業充実に向けた外部指導者の派遣 

・運動部活動指導者研修会等の開催 

 

２．学校における給食・食育事業（484千円） 

(1) 学校における給食支援事業（220千円） 

  ① 事業内容 

学校給食の衛生管理の充実のため研修会等を実施し、関係職員の資質向上と食中毒等の事故防止を

図る。 

  ② 事業期間  平成18年度～ 

  ③ ５年度事業内容  学校給食衛生管理推進研修会等の開催及び学校給食管理運営 

(2) 学校における食育事業（115千円）（再掲） 

  ① 事業内容 

学校給食における地場産物の活用及び栄養教諭を中心とした食に関する指導の充実に努める。 

  ② 事業期間  平成18年度～ 

  ③ ５年度事業内容 

・栄養教諭等を対象に献立作成や学校における食育の推進、資質能力の向上等のための研修会開催 

・学校給食における地場産物活用の推進 

・新規採用栄養教諭等研修会の開催 

(3) 幼児期から高校までの食育推進事業（149千円）（再掲） 

① 事業内容 

学校・家庭・地域の団体（ＰＴＡ、生産者団体、栄養士会等）と連携協力しながら、栄養教諭を中心

に食育推進に実践的に取り組むとともに、児童生徒の発達段階に応じた食に関する指導の充実を図る。 

  ② 事業期間  平成23年度～ 

  ③ ５年度事業内容  幼稚園や高校へ講師を派遣し、食に関する指導を実施 

 

３．公立小学校運動場等芝生化事業（2,000千円） 

(1) 事業内容 

子どもの体力向上を図るため、公立小学校の屋外運動場等の芝生化事業を支援する。 

(2) 事業期間  平成24年度～ 

(3) ５年度事業内容   

屋外運動場等の芝生化及び芝生化された屋外運動場等の管理を行うために必要な備品、工作物、物品

等の購入等に要する経費を補助 
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（事業番号：１３８） 

事 業 名 元気で安心できる学校づくり事業 

当初予算額 121,242千円 担当課 

教育委員会義務教育課（内線5242）、高校教育課（内線5295） 

総務課（内線5212）、保健体育課（内線5323）、生涯学習・文化

財課（内線5399） 

取組みの方向 ① 優れた資質能力を有する人材を確保するとともに、教員の大量退職と若年教員の増加が進行している中、

優れた指導技術を有する退職教員を活用して、若年教員等に対して教育指導の改善及び充実のための必要な

指導、助言等を行い、教員の実践的指導力や職務遂行能力の向上を図る。 

② 教員が子ども一人ひとりと向き合う時間を確保し、教員が本来取り組むべき教育活動の充実に向けて、教

職員の業務の負担軽減が図られるよう、教職員の働き方改革を推進する。 

③ 防災教育及び防災体制の推進を図るとともに、登下校時における不審者や交通事故から子どもたちを守る

ため、学校、家庭、地域社会、関係機関が連携した安全対策に取り組む。また、高校生自転車運転免許制度

を推進するとともに交通安全教育ＤＶＤの視聴を通して、交通ルールの遵守や交通マナーの向上に向けた交

通安全教育の徹底を図る。 

事 業 概 要 １．優れた教員の確保と資質・能力の向上事業（22,972千円） 

(1)「かがわで先生！」志願者アップ事業（4,158千円） 

① 事業内容 

説明会や多様な方法による広報活動を通して、県内外の学生等に、教職の魅力や香川県の教育の特

徴を広くアピールしたり、受験機会を増やすために、関西会場等を設けて面接を実施するなど、受験

者の負担軽減を図る多様な採用試験を実施したりすることで、香川の公立学校の教員として意欲と

熱意を持った優秀な人材の積極的な確保を図る。 

② 事業期間  令和２年度～ 

③ ５年度事業内容 

・教員採用に関する説明会の開催（オンライン説明会を含む） 

・他県の現職教員等を対象とした秋募集の実施 

・ポスター、パンフレットの配布等による広報啓発 

(2) 学校教育力向上支援事業（18,814千円） 

① 事業内容 

小・中学校教職員の実践的指導力の向上等を図るため、校内研修や教員の個別指導、学習支援等に

各小・中学校からの要請により退職教職員を派遣し、優れた指導技術等を若年教員等に継承する。 

② 事業期間  平成24年度～ 

③ ５年度事業内容 

若年教員等の授業改善や学習指導、生徒指導等の支援のため各小・中学校に退職教職員を派遣 

 

２．教職員の働き方改革推進事業（93,693千円） 

(1) 教職員の働き方改革推進事業（400千円） 

① 事業内容 

教職員の多忙化・長時間勤務の改善のため、改善方策の実践や教職員の意識改革に取り組み、教職

員の働き方改革を推進する。 

② 事業期間  平成30年度～ 

③ ５年度事業内容 

教職員の働き方改革に関して、優良事例等の共有を行うとともに、助言・指導を受けるためのアド

バイザーを招へいするなど、働き方改革の実践・推進を図る。 

(2) 教員業務支援員配置事業（55,020千円） 

① 事業内容 

教職員の働き方改革を推進し、教員の事務負担軽減を目的に、教員の業務支援を行う教員業務支援

員を配置する市町に対し支援を行い、教員がより児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を

整備する。 

② 事業期間  平成30年度～ 
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 ③ ５年度事業内容 

学習プリント等の準備や採点業務、来客電話応対など、教員をサポートする教員業務支援員を配置

する市町に対し、国の補助事業を活用して、経費の一部を補助 

(3) 部活動指導員配置促進事業（10,304千円） 

① 事業内容 

中学校教員の負担軽減を図るため、教員に代わって、部活動の顧問や生徒の引率等を単独で行うこ

とができる部活動指導員を配置する市町に対し支援を行う。 

② 事業期間  平成30年度～ 

③ ５年度事業内容 

部活動指導員を配置する市町に対し、国の補助事業を活用して、経費の一部を補助 

(4）部活動指導員活用事業（県立高校等）（4,424千円） 

① 事業内容 

  県立高校等の教員の負担軽減を図るため、部活動指導員を県立学校に配置する。 

② 事業期間  平成30年度～ 

③ ５年度事業内容 

・部活動指導員を県立高校９校に１名ずつ９名、県立中学校１校に２名の計11名を配置 

・部活動指導員に対し、部活動の教育的意義、指導上の留意点、コーチング等の科学的根拠に基づく

指導方法などの研修を実施 

○新(5) 部活動改革推進事業（20,956千円） 

① 事業内容 

中学校の休日部活動の地域移行について、本県における導入方法の検討や体制整備、実証事業の支

援を行う。 

② 事業期間  令和５年度～ 

③ ５年度事業内容 

・香川県における地域移行等の推進（4,450千円） 

県と17市町による地域移行のための推進協議会の設置、指導者人材バンクの設置 

・部活動の地域移行等に向けた実証事業（16,506千円） 

県総括コーディネーターの配置等による市町等への支援及び体制整備 

部活動の地域移行に向け、市町等において、体制整備や指導者の確保等に関する取組みを実施 

○新(6) 総務事務システムモデル実証事業（2,589千円） 

① 事業内容 

小・中学校の紙ベースで行われている教員の休暇や旅費の申請等の庶務的な事務について、県が導

入している総務事務システムをモデル市町に導入し、効率化の検証を行う。 

② 事業期間  令和５年度 

③ ５年度事業内容 

     県とモデル市町教育委員会においてネットワークを構築し、総務事務システムの実証実験を実施 

 

３．学校安全推進事業（4,577千円） 

(1) 学校安全総合支援事業（4,345千円） 

① 事業内容 

学校に防災の専門家を派遣するなどして防災体制整備及び防災教育の充実を図るとともに、大学等

と連携して、将来防災のリーダーとなる高校生を対象に講習会を開催する。また、登下校時における

不審者による被害や交通事故等から子どもたちを守るため、見守り活動の充実に向けた講習会や交通

安全講習会等を開催する。 

② 事業期間  平成17年度～ 

③ ５年度事業内容 

・各学校（園）の学校危機管理マニュアルや学校防災計画の作成、改善等のための講習会の開催 

・大学教員・防災士等の専門的な講師の派遣による危機管理マニュアルや地域・関係機関等と連携し

た避難訓練への指導・助言 

・高校生を対象とした災害時ボランティアリーダー養成講習会の開催 
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・地域の学校安全ボランティア等を対象とした見守り活動充実に向けた研修会の開催 

・学校の教職員を対象とした交通安全教室講習会の開催 

(2) 高校生交通安全推進事業（232千円） 

① 事業内容 

「高校生自転車運転免許制度」を推進するとともに交通安全教育ＤＶＤの視聴を通して、交通ルー

ルの遵守や交通マナーの向上に向けた交通安全教育の徹底を図る。 

② 事業期間  平成28年度～ 

③ ５年度事業内容 

・基本的な交通ルール、マナー習得のための学習テキストや確認問題を活用した指導 

・交通安全教育ＤＶＤの視聴 
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（事業番号：１３９） 

事 業 名 キャリア教育充実事業 

当初予算額 7,785千円 担当課 教育委員会高校教育課（内線5293） 

取組みの方向 生徒一人ひとりが望ましい職業観・勤労観を身につけ、主体的な進路選択ができるよう、キャリア教育を推

進するとともに、就職支援、職場定着指導の充実を図る。 

事 業 概 要 １．事業内容 

キャリア教育を充実させることで社会的・職業的に自立するために必要な基盤となる能力や態度を育成

する。また、就職支援を目的としたセミナーなどの実施や、企業等を訪問することで、一人でも多くの生

徒が就職できるよう支援するほか、新規学卒者等への職場定着指導を実施する。 

 

２．事業期間 

平成23年度～ 

 

３．５年度事業内容 

(1)キャリア形成と自己実現の支援（6,412千円） 

① プロを講師とした授業の実施 

実社会で活躍する社会人を講師に招いた実践的な授業の実施 

② インターンシップの実施 

実習企業の開拓や実習内容の協議など、高校生のインターンシップを推進 

○新③ 地域企業等との連携による商品開発を通じた職業観の醸成 

地元企業等と連携し、郷土の産業や技術のほか、顧客ニーズに応じた商品開発等の重要性を学ぶこ

とにより、職業観の醸成を図る。 

④ 専門高校チャレンジスピリット育成プランの実施 

産業教育に関するコンテストなどに新たに挑戦する学校や、全国優勝を目指す専門高校への支援 

⑤ かがわ産業教育フェアの開催 

専門教育に対する一般社会の関心を高め、専門高校で学ぶ生徒の学習意欲や職業観の高揚を図る。 

⑥ 最新技術取得のための実技講習 

新技術に対応するための産業教育担当教員に対する実技講習会の開催 

(2)就職指導の充実（1,373千円） 

① ジョブ・サポート・ティーチャーの配置、企業訪問への支援 

・生徒に対する就職相談等を行うジョブ・サポート・ティーチャーの配置 

・教員が新規学卒者等の就職先を訪問し、職場定着指導を実施 

・教員が求人企業開拓を行うために必要な経費の支援 

② 未内定者に対する就職面談会の開催 

就職未内定者を対象とした合同面談会の実施 

③ 就職支援セミナーの開催 

就職に必要な基本的なマナーを身につけさせるための面接対策講習会や企業見学会等の実施、企業

経営者や卒業生などを講師に招き、就職内定者を対象に、職場定着を促進するためのセミナーを開催 
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（事業番号：１４０） 

事 業 名 高校中退等対策事業 

当初予算額 45,509千円 担当課 教育委員会高校教育課（内線5586） 

取組みの方向 高校中退や不登校等の問題を解決するため､教育相談機能を充実するとともに、学校、家庭、地域社会との連

携のもと､生徒一人ひとりに即したきめ細かな指導等を総合的に推進する。 

事 業 概 要 １．高校生活適応指導事業（345千円） 

(1) 事業内容 

高校中退や不登校の兆候のある生徒に対して、家庭との連携を密にして、個に応じたきめ細かな指導・

援助を行うため、家庭訪問指導を実施する。 

(2) 事業期間 

平成11年度～ 

(3) ５年度事業内容 

すべての県立高校（全日制、定時制）において、高校中退や不登校の兆候のある生徒に対し、重点的

に家庭訪問を行う。 

 

２．スクールカウンセラー活用事業（30,024千円） 

(1) 事業内容 

臨床心理士等の専門家をスクールカウンセラーとして学校に派遣し、生徒や保護者、教員の相談に応

じる。 

(2) 事業期間 

平成11年度～ 

(3) ５年度事業内容 

すべての公立高校及び県立中学校にスクールカウンセラーを派遣する。 

 

３．スクールソーシャルワーカー活用事業（13,630千円） 

(1) 事業内容 

教育と福祉の両面に関して専門的な知識･技能を有する社会福祉士等の専門家をスクールソーシャル

ワーカーとして学校に派遣し、生徒の家庭が抱える問題解決のための支援を行う。 

(2) 事業期間 

平成25年度～ 

(3) ５年度事業内容 

すべての県立高校及び県立中学校にスクールソーシャルワーカーを派遣する。 

 

４．定時制・通信制 地域発見！自分発見！社会とつながる学びの支援事業（1,510千円） 

(1) 事業内容 

定時制及び通信制の授業や特別活動時の各種体験活動において、地域との連携や他者と協働した体験

的な教育活動を計画的、継続的に行うことで、地域や社会とつながり、自己肯定感を高め、自己や他者

を理解する力の向上を図る。 

(2) 事業期間 

令和４年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① 地域や社会とつながる活動、生徒の自己肯定感を高めるための活動、自己理解や他者理解を促す活動等

を各校で計画的に実施する。 

② 全国定時制通信制生活体験発表会の香川県予選を実施する。 
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（事業番号：１４１） 

事 業 名 特色ある高校づくり推進事業 

当初予算額 14,681千円 担当課 教育委員会高校教育課（内線5582、5291） 

取組みの方向 「魅力あふれる県立高校推進ビジョン」（令和３年度～12 年度）の実現に向け、時代の変化に対応し、生徒

一人ひとりの夢や、希望、目標の実現に必要な資質・能力を育成するため、県立高校の特色化、魅力化を推進

する。 

事 業 概 要 １．魅力あふれる県立高校推進事業（9,748千円） 

(1) 県立高校の魅力化のための環境整備等検討事業（5,000千円） 

① 事業内容 

全国から選ばれる高校を目指し、学校の特性や地域性等を生かした特色ある教育活動や県立高校の

あり方の検討を行う。 

② 事業期間  令和３年度～ 

③ ５年度事業内容 

・新たな中高一貫教育校の設置についての調査・検討 

・グローバル人材の育成など特色ある教育活動の検討           等 

(2) 魅力あふれる県立高校推進事業（4,748千円） 

① 事業内容 

県立高校において共通して育成すべき資質・能力として「魅力あふれる県立高校推進ビジョン」で

掲げる「郷土への理解や郷土愛」「イノベーション創出力」「グローバル社会への対応」に関して、開

発した教育プログラムを普及させるとともに、地元自治体や大学、企業などと連携した教育実践に取

組み、活用事例の蓄積を図ることにより、県立高校の魅力向上につなげる。 

② 事業期間  令和３年度～ 

③ ５年度事業内容 

・コネクティングスクール等における教育プログラムの実証研究及び発表・普及する機会の設定 

・イノベーションワークショップ等、オリジナルプログラムの実施 

・香川型教育メソッド普及のための研究会や動画による魅力発信の推進   等 

 

２．高校生の海外交流推進事業（3,725千円） 

(1) 事業内容 

県内の高校生が幅広い教養や課題解決力等を身につけ、グローバル社会の中で活躍していけるよう、

高校生の留学を支援する。 

(2) 事業期間  平成29年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・高校生の留学への支援 

・中高生と保護者を対象とした留学フェアの実施、留学に関する情報提供   等 

 

３．「せとうち留学」パイロット校事業（1,208千円） 

  (1) 事業内容 

    全国からの生徒募集と高校魅力化のため開かれる「地域みらい留学」に、せとうち留学（全国からの

生徒募集）で特に生徒確保を目指す小豆島中央高校がモデル的に参画し、合同説明会やオンラインイベ

ント等に参加することで、全国募集のノウハウ等の蓄積を図る。 

(2) 事業期間  令和４年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・対面での合同説明会やオンラインイベント等での、留学希望生徒に対する直接の広報活動 

・「地域みらい留学」と連携した特設Ｗｅｂサイトでの広報、都市部の中学校へのチラシ配布、Ｗｅｂ広

告、マスメディア、国・民間企業等を通した全国の小中学生へのＰＲ 

・「地域みらい留学」参画校のネットワークを活用した情報交換と知見の蓄積 

・県内すべての公立高校と県立中学校への得られた成果の普及            等 
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（事業番号：１４２） 

事 業 名 高等学校等修学支援事業 

当初予算額 4,340,633千円 担当課 
教育委員会高校教育課（内線5292）、 

総務部総務学事課（内線2422） 

取組みの方向 高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の機会均等に寄与するとともに、経済

的な理由で修学が困難な者に対し奨学金の貸付を行い、有為な人材の育成を図る。 

① 高等学校等の生徒に対して、授業料に充てるため、高等学校等就学支援金を支給し、教育費負担の軽減を

図る。 

② 意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、非課税世帯等の保護者等に対して奨学のための給付金を

支給し、授業料以外の教育費負担の軽減を図る。 

③ 経済的な理由で修学が困難な高校生等に対し奨学金の貸付を行い､有為な人材の育成を図る。 

事 業 概 要 １．高等学校等就学支援事業（4,070,662千円） 

(1) 高等学校等就学支援金交付事業（公立学校）（1,742,029千円） 

① 事業内容 

公立高校生（専攻科含む）に対して、授業料相当額の高等学校等就学支援金を支給し、教育費の負

担軽減を図る。 

② 事業期間  平成26年度～（専攻科は令和２年度～） 

③ ５年度事業内容 

○対象：公立高校生 

・世帯年収が約910万円未満の公立高校生に対し、全日制月額9,900円、定時制月額2,200円、 

通信制月額520円を支給する。 

○対象：公立高校専攻科生 

・住民税非課税世帯（年収270万円未満）に月額9,900円、住民税非課税に準ずる世帯（年収270

万～380万円）に月額4,950円を支給する。 

(2) 高等学校等就学支援金交付事業（私立学校）（1,982,401千円）（再掲） 

① 事業内容 

私立高校生等に対して、授業料の一定額を助成することにより、授業料負担の軽減を図る。 

② 事業期間  平成22年度～ 

③ ５年度事業内容 

○対象：世帯年収約910万円未満の私立高校生、専修学校高等課程及び各種学校（国家資格者養成施

設）の生徒 

世帯年収約590万円未満は月額33,000円、世帯年収約590万～約910万円未満は月額9,900円（授

業料の額が上限。単位制の課程については、単位当たりで助成額を設定）を助成する。 

(3) 奨学のための給付金事業（346,232千円） 

① 事業内容 

低所得世帯で高校生等のいる保護者等に対して奨学のための給付金を支給し、授業料以外の教育費

の負担の軽減を図る。 

② 事業期間  平成26年度～ 

③ ５年度事業内容 

○対象：非課税世帯等で高校生等のいる保護者等  

○事業費：国公立高校等分205,532千円、私立高校等分140,700千円（再掲） 

○支給額（年額） 

・生活保護受給世帯 国公立32,300円、私立52,600円 

・第１子の高校生等がいる非課税世帯  

国公立117,100円(通信制50,500円）、私立137,600円(通信制52,100円） 

・15歳以上23歳未満の扶養されている兄弟姉妹と第２子以降の高校生等がいる非課税世帯 

国公立143,700円(通信制50,500円）、私立152,000円(通信制52,100円） 

・専攻科の生徒がいる非課税世帯 

国公立50,500円、私立52,100円 
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 ２．高等学校等奨学事業（269,971千円） 

 (1) 事業内容 

経済的な理由で修学が困難な高校生等に対し奨学金の貸付を行い､有為な人材の育成を図る。 

(2) 事業期間  平成14年度～ 

(3) ５年度事業内容 

○貸付予定 

国公立学校分61,600千円、私立学校分124,440千円 

○貸付対象者 

県内に保護者が居住し、高等学校等に在学する者で、経済的な理由により修学することが困難な者 

○奨学金の額等 

・貸付月額 

学校種別 通学形態 貸付月額（いずれかを選択） 

国公立高等学校等 
自 宅 5,000円、10,000円、15,000円 又は 18,000円 

自宅外 5,000円、10,000円、15,000円、20,000円 又は 23,000円 

私立高等学校等 

自 宅 
5,000円、10,000円、15,000円、20,000円、25,000円 又は 

30,000円 

自宅外 
5,000円、10,000円、15,000円、20,000円、25,000円、 

30,000円 又は 35,000円  

・入学時加算額 

学校種別 貸付月額（いずれかを選択） 

国公立高等学校等 20,000円 又は 37,000円 

私立高等学校等 30,000円 又は 57,000円 

・利息 無利息 

○奨学金の返還 

高等学校等を卒業後、15年を超えない範囲内で、年賦、半年賦、月賦又はその他１年内の割賦によ

り返還 
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（事業番号：１４３） 

事 業 名 高等学校施設・設備整備事業 

当初予算額 2,009,911千円 担当課 教育委員会高校教育課（内線5294） 

取組みの方向 高等学校における教育環境の改善・充実を図るとともに､職業教育の充実を図る。 

① 高等学校における老朽化した校舎等の計画的な改築を推進する。 

② 教科準備室等の冷房設備や校舎等の整備を行うとともに、老朽化した校舎等の大規模な改修を行い教育環

境の改善･充実を図る。 

③ 専門高校・学科等の実習施設等や備品等を整備するとともに、老朽化した大型産業教育設備の更新を行い、

職業教育の充実を図る。 

④ 県立高校等の普通教室、特別教室の冷暖房に係る経費の公費化を図る。 

⑤ 石田高校、志度高校及び津田高校を統合し、新たな高校づくりを推進する。 

事 業 概 要 １．老朽校舎等改築事業（552,560千円） 

(1) 事業内容  

老朽化した校舎等の計画的な改築を行う。 

(2) 事業期間  平成９年度～ 

(3) ５年度事業内容 

学 校 名 主 な 事 業 内 容 

多度津高校 校舎棟改築基本設計 

笠田高校 機械棟解体工事、校舎棟第２期改築工事 

高松南高校 大規模改修（南体育館）屋上防水・外壁塗装工事 

高松北高校 
大規模改修（南教室棟・管理棟）外壁塗装工事 

大規模改修（東体育館）屋上防水実施設計・改修工事 

坂出商業高校 大規模改修（食堂・特別教室棟）屋上防水改修工事 

飯山高校 大規模改修（農業実習棟）屋上防水実施設計・改修工事 

丸亀城西高校 大規模改修（第２体育館）床改修実施設計 

善通寺第一高校 大規模改修（体育館）屋上防水改修実施設計 

高瀬高校 大規模改修（図書館棟）屋上防水・外壁改修実施設計 

観音寺第一高校 大規模改修（食堂・多目的教室）屋上防水改修工事 

農業経営高校 地歴調査 

 

２．環境整備事業（61,250千円） 

(1) 事業内容  

教科の準備室等の冷房設備の整備や老朽化した設備等の改修を行う。 

(2) 事業期間  平成７年度～ 

(3) ５年度事業内容 

   冷房設備の整備  老朽化した空調設備の更新 

   校内設備の改修  高松高校ほか３校 

 

３．高等学校施設整備事業（3,015千円） 

(1) 事業内容 

校舎等の施設の整備等を行う。 

(2) 事業期間  昭和56年度～ 

(3) ５年度事業内容  

学 校 名 主 な 事 業 内 容 

三本松高校 上グラウンド整備実施設計 
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 ４．建物等大規模改修事業（296,620千円） 

(1) 事業内容  

老朽化した校舎等の外壁、屋上防水等の改修を行う。 

(2) 事業期間  昭和62年度～ 

(3) ５年度事業内容 

学 校 名 主 な 事 業 内 容 

三木高校 管理棟屋上防水・外壁改修工事 

高松工芸高校 東側囲障改修実施設計、北側コンクリート塀改修工事 

高松桜井高校 南館屋上防水・外壁改修工事 

坂出高校 第２体育館屋上防水・外壁改修工事 

善通寺第一高校 本館外壁改修工事 

観音寺第一高校 ブロック塀、アスファルト塀改修実施設計 

 

５．教育設備等整備事業（14,288千円） 

   理科教育等の設備の整備を行う。 

 

６．産業教育施設・設備整備事業（61,300千円） 

 職業教育に必要な施設、設備の整備を行う。 

 

○新７．県立高校教室空調経費公費化事業（173,846千円）(再掲) 

   県立高校等の普通教室、特別教室の冷暖房に係る経費の公費化を図る。 

 

８．新しい学びのための環境整備事業（50,342千円） 

(1) 事業内容 

新学習指導要領で求められる主体的・対話的で深い学びを推進するため、県立高校及び高松北中学校

に、電子黒板やタブレットパソコン、無線ＬＡＮなどのＩＣＴ機器を整備し、ＩＣＴを活用した授業を

推進する。 

(2) 事業期間  令和元年度～６年度 

(3) ５年度事業内容 

県立高校及び県立中学校でリースにより調達したＩＣＴ機器（電子黒板、タブレットパソコン、無線

ＬＡＮ）等を活用して授業等を実施する。 

 

９．東讃地域の統合高校整備推進事業（796,690千円） 

(1) 事業内容 

石田高校、志度高校、津田高校を統合し、これまでにない魅力ある高校として再編整備を進める。 

(2) 事業期間  令和４年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・学校用地の取得を進めるとともに、地質調査、造成詳細設計、建築基本設計等、建築工事に向けた準備

を進める。 

・東讃統合高校開校準備委員会を開催して、教育内容等の具体的な検討や施設・設備の整備等に関する協

議を行う。 

・複数の専門学科が統合した高校や学科横断的な学びを展開する先進校の取組みを研究し、関係者で共有

する。 
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（事業番号：１４４） 

事 業 名 特別支援教育推進事業 

当初予算額 162,084千円 担当課 教育委員会特別支援教育課（内線5281） 

取組みの方向  障害のある幼児児童生徒に対して一人ひとりの教育的ニーズを把握し、適切な指導や必要な支援を行うため

に、支援体制の整備や教職員の指導力・専門性の向上を図る。 

事 業 概 要 １．特別支援教育指導事業（308千円） 

 (1) 事業内容 

特別支援教育を推進するため、教職員の指導力や資質、職務に必要な専門性の向上が図れるよう、特

別支援学校の学校運営全般の指導等を行う。 

(2) 事業期間 

平成19 年度～ 

(3) ５年度事業内容 

学校訪問、特別支援学校管理職等研修会、学習指導要領等説明会の実施等 

 

２．特別支援教育総合推進事業（2,219千円） 

(1) 事業内容 

特別支援教育を総合的に推進するため、専門性向上を図る教員研修や、巡回相談などにおける専門家

の派遣等を行う。 

(2) 事業期間 

平成24年度～ 

(3) ５年度事業内容 

特別支援教育コーディネーター協議会及び巡回相談、連携訪問の実施等 

 

３．巡回専門指導員派遣事業（1,584千円） 

 (1) 事業内容 

発達障害のある児童生徒等への指導力向上のため、巡回専門指導員を小・中学校に派遣し、対象児童

生徒に関わる教員及び中学校区単位でリーダーとなる特別支援教育コーディネーターへ指導助言を行

い、地域の特別支援教育体制の充実を図る。 

 (2) 事業期間 

平成29年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

小・中学校に巡回専門指導員を派遣、県内の協力校区における校区リーダーの育成、地域特別支援連

携協議会の開催等 

 

４．スクールカウンセラー活用事業（2,903千円） 

 (1) 事業内容 

障害のある児童生徒や保護者の抱える悩み等に対応するため、専門的な知識や経験を有するスクール

カウンセラー（臨床心理士等）を特別支援学校に派遣する。 

 (2) 事業期間 

平成26年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

特別支援学校での相談業務、スクールカウンセラー連絡協議会の開催 

 

５．医療的ケア体制整備事業（54,960千円） 

 (1) 事業内容 

医療的ケアの必要な幼児児童生徒が在籍している学校に医療的ケア看護職員を配置し、適切な医療的

ケアに取り組むことにより、安全で安心できる学習環境を整備し、幼児児童生徒の教育の充実を図ると

ともに、保護者の負担軽減を図る。 

 (2) 事業期間 

平成17年度～ 
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  (3) ５年度事業内容 

医療的ケア看護職員、指導医の配置、特別支援学校における医療的ケア運営協議会の開催 

 

６．特別支援学校生徒の就労支援事業（25,879千円） 

 (1) 事業内容 

特別支援学校の卒業生で将来的に就職を目指す者を県教育委員会で２年程度雇用し、事務補助等の業

務経験を積ませることにより、一般企業等への就職を支援する。 

 (2) 事業期間 

平成27年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

県立特別支援学校に配置(各校１名程度) 

 

７．スクールバス感染症対策事業（74,231千円）（再掲） 

 (1) 事業内容 

スクールバスは、幼児児童生徒の安全上の観点から換気が行いにくく、長時間３密となるおそれがあ

るとともに、重症化リスクの高い児童等が乗車している場合があるため、満車状態のバスの乗車率を下

げて新型コロナウイルスによる感染リスクの低減を図る。 

 (2) 事業期間 

令和２年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

県立特別支援学校５校において８台の増便 
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（事業番号：１４５） 

事 業 名 特別支援学校施設整備事業 

当初予算額 246,494千円 担当課 教育委員会特別支援教育課（内線5284） 

取組みの方向  老朽化した校舎等の改築を計画的に進めるほか、児童生徒の障害の重度・重複化や教育の内容・方法の変化

に対応した施設・設備の整備など、教育環境の整備・充実に努める。 

事 業 概 要 １．特別支援学校施設整備事業（200,813千円） 

 (1) 事業内容 

児童生徒が安全で快適な学校生活を送ることができるよう、学習環境の整備や老朽化した校舎等の施

設設備の改修を行う。 

 (2) 事業期間 

昭和58年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

学 校 名 主 な 事 業 内 容 

香川中部支援学校 

４号棟空調設備改修実施設計 

寄宿舎屋上防水・外壁改修工事 

スクールバス更新  

香川東部支援学校 
南館トイレ改修工事、プール改修実施設計 

ブロック塀改修測量 

視覚支援学校 ブロック塀改修工事、第１棟空調設備改修工事 

聴覚支援学校 

北館屋上防水・外壁改修実施設計 

聴能室空調設備改修実施設計 

管理棟外壁改修工事 

 

２．特別支援学校教室不足解消事業（45,681千円） 

(1) 事業内容 

特別支援学校における教室不足や給食施設の狭隘化等を解消するため、校舎の増改築等を行う。 

(2) 事業期間 

  令和４年度～ 

(3) ５年度事業内容 

 学 校 名 主 な 事 業 内 容 

香川丸亀支援学校 給食棟改築基本設計、仮設校舎設置 

香川中部支援学校 仮設校舎設置 
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（事業番号：１４６） 

事 業 名 多様なスポーツ活動が実践できる環境づくり事業 

当初予算額 156,745千円 担当課 教育委員会保健体育課（内線5726） 

取組みの方向 国際舞台で活躍できるトップアスリートを育成するため、ジュニア期からの人材発掘・育成と計画的な選手

強化により本県競技力の維持向上を図るとともに、本県出身の日本代表候補選手を支援する。 

県民のだれもが多様なスポーツ活動を実践できるよう、生涯スポーツ指導者等の人材の養成や、気軽にスポ

ーツ・レクリエーション活動を楽しめる機会の充実を図る。 

事 業 概 要 １．羽ばたけトップアスリート育成事業（107,634千円） 

(1) ジュニア育成事業（30,951千円） 

 ① 事業内容 

   ジュニア選手の発掘・育成・強化及び中学校・高校の運動部活動の強化などを行う。 

 ② 事業期間  平成21年度～ 

③ ５年度事業内容 

・スーパー讃岐っ子育成事業 

豊かなスポーツの素質を持つ小・中学生を発掘し、育成プログラムの実施により、将来国際大会等

で活躍できる選手を育成するとともに、小学生が運動に取り組むきっかけや体力向上の方法を学ぶ

機会を提供するためのスポーツ体験プログラムの実施 

・運動部活動支援事業 

 競技力の向上を図るため、高校の運動部活動に外部指導者を派遣 

・プロスポーツ選手等活用事業 

中学校･高校の運動部活動の充実・活性化を図るため、プロスポーツ選手等を指導者として派遣 

・ジュニアアスリート強化プロジェクト 

県代表クラスの中学生選手に対する競技団体による専門的指導体制の構築や、中学校・高校の運動

部活動における強化練習会や海外遠征の実施 

(2) トップアスリート育成支援事業（59,866千円） 

 ① 事業内容 

国体候補選手の強化や優秀コーチの招へい、専任コーチ等の活用などを行い、本県の競技力の向上を

目指す。 

 ② 事業期間  平成６年度～ 

 ③ ５年度事業内容 

・国体総合順位の向上を図るため、各競技団体による国体候補選手等の県外遠征、強化合宿、強化練習

等の事業経費を補助 

・指導者の資質向上と選手の競技力向上を図る「優秀コーチ招へい事業」や、中学生選抜チームの育成

強化と一貫指導体制の確立を図る「かがわジュニア育成プラン」の経費を補助 

・強化選手の競技力向上や指導方法の改善等を図るため、専任コーチ等を派遣 

(3) スポーツ日本代表特別強化事業（14,053千円） 

 ① 事業内容 

オリンピック等国際大会で活躍する本県出身選手の輩出を目指し、日本代表候補選手等に対し支援

を行うとともに、トップアスリートを活用したスポーツ教室等を開催する。 

 ② 事業期間  平成24年度～ 

③ ５年度事業内容 

・スポーツ日本代表特別強化事業 

本県出身の日本代表候補選手の海外遠征費や県内合宿に参加するための経費補助、及びハイレベ

ルな練習環境の整備 

・スーパーアスリート育成事業 

国際大会で活躍できる選手を育成するため、将来性豊かな中学校及び高校の指定選手の育成強化を

支援 

・かがわドリームスポーツ教室 

オリンピック選手等トップアスリートによるスポーツ教室や講演会等の開催 
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 (4) トップアスリート等顕彰事業（500千円） 

  ① 事業内容  スポーツの国際大会や全国大会などで優秀な成績を収めた選手・チームを顕彰する。 

  ② 事業期間  平成６年度～ 

  ③ ５年度事業内容  スポーツの大会で活躍した選手に対する香川県スポーツ栄光賞の授与 

(5) 全国スポーツ大会等開催運営費補助事業（2,264千円) 

① 事業内容  本県の競技スポーツの振興に寄与する大会に対し補助を行う。 

  ② 事業期間  平成10年度～ 

  ③ ５年度事業内容  本県の競技力向上に寄与する全国的な大会等の開催運営費補助 

 

２．高校野球強化事業（4,026千円） 

(1) 事業内容  県高等学校野球連盟と連携し、本県の高校野球のレベルアップを図る。 

(2) 事業期間  平成22年度～ 

(3) ５年度事業内容 

・指導者の研修会・県外派遣研修、講習会や強化大会、小・中学生を対象とした練習会等の実施 

・春季・秋季大会上位校を対象に招待試合の開催や県外遠征、外部指導者招へい等の強化費の補助 

 

３．香川丸亀国際ハーフマラソン大会開催事業（12,500千円） 

(1) 事業内容  第76回目となる香川丸亀国際ハーフマラソン大会を開催する。 

(2) 事業期間  平成20年度～ 

(3) ５年度事業内容 

   国際大会等で活躍した海外選手や国内有名選手を招待し、本県スポーツの振興を図るとともに、大会

や香川県、丸亀市の情報を国内外に発信することにより交流人口を拡大 

 

４．県民スポーツ・レクリエーション祭開催事業（1,645千円） 

(1) 事業内容 

スポーツやレクリエーション活動を県民が気軽に親しむことのできる生涯スポーツの祭典を開催す

る。 

(2) 事業期間  昭和63年度～ 

(3) ５年度事業内容 

９、10月を｢県民スポレク月間｣とし、スポーツ大会やレクリエーション大会、県民スポレク祭を開催 

 

５．生涯スポーツ指導事業（498千円） 

(1) 事業内容 

地域住民の多様なニーズに対応できるスポーツ指導者の養成、地域でスポーツを支えるための啓発研

修会などを開催する。 

(2) 事業期間  平成18年度～ 

(3) ５年度事業内容  生涯スポーツ指導者養成講座等の開催 

 

６．香川・台湾スポーツ交流事業（3,550千円） 

(1) 事業内容  台湾の桃園市とソフトボールによる交流を図る。 

(2) 事業期間  平成28年度～ 

(3) ５年度事業内容  本県から桃園市へソフトボールチームを派遣 

 

７．全国中学校体育大会開催事業（26,892千円） 

(1) 事業内容  全国中学校体育大会の開催に向け、大会の実行委員会への補助を行う。 

(2) 事業期間  令和３年度～ 

(3) ５年度事業内容 

令和５年度に四国４県で開催される全国中学校体育大会の開催準備や大会運営への補助 

    ・開催日程：令和５年８月１７日～８月２６日 

    ・県内開催競技：４種目（水泳競技、バスケットボール、サッカー、ソフトボール） 
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（事業番号：１４７） 

事 業 名 社会全体で子どもを育てる事業 

当初予算額 110,822千円 担当課 
教育委員会生涯学習・文化財課（内線5333、5334）、総務課（内線

5212）、義務教育課（内線5250）、高校教育課（内線5273） 

取組みの方向 学校、家庭、地域社会が、それぞれの役割と責任を自覚した上で、相互に連携しつつ、社会全体で子ども

たちのすこやかな成長に向けた教育活動を積極的に推進する。 

事 業 概 要 １．家庭・地域教育力再生事業（7,696千円） 

 (1) 事業内容 

親子の愛着・絆を土台とした家庭教育への支援や地域の教育力の向上に向け、学校・家庭・地域社会

が連携して子どもたちのすこやかな心と体を育むプロジェクトを推進する。 

 (2) 事業期間  平成23年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

  ① 家庭教育力再生事業（5,301千円） 

・保護者対象のワークショップや学習会への家庭教育支援ボランティアの派遣 

・子どもに生活習慣を身につけさせるための啓発 

・家庭教育支援関係者や市町担当者を対象とした研修会の実施 

・家庭教育状況調査の実施 

② 「みがけ親の力！」応援事業（1,370千円） 

・お手伝いを通じた親子のかかわりによる非認知能力の向上のための取組み 

・朝食作りによる生活習慣形成や、自己肯定感の向上を促すモデル校事業の実施 

  ③ 地域教育力再生事業（1,025千円） 

・地域住民や大学等による子どもたちとの交流活動や、父親の地域活動への参加の促進 

 

２．子どもを育てる地域づくり支援事業（40,187千円） 

(1) 事業内容 

幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、地域の教育力

向上をめざし、地域と学校が連携・協働して行う地域学校協働活動を推進する。また、地域学校協働活

動のコーディネーターとなる人材の育成やネットワーク化を促進する。 

 (2) 事業期間  平成20年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

① 地域学校協働活動推進事業（39,849千円） 

・放課後子供教室推進事業（30,231千円） 

放課後等に小学校の余裕教室等を活用して、すべての子どもたちの安全・安心な活動場所を確保

し、地域の方々の参画を得て、勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の機会を提供す

る市町への補助等 

・学校支援活動等（9,618千円） 

地域と学校がパートナーとして連携・協働し、子どもの登下校の見守りや学習環境の整備等を行

う学校支援活動や、地域で学習支援を行う地域未来塾等を実施する市町への補助 

 ② 地域学校協働活動に関わる人材育成事業（338千円） 

・社会教育や生涯学習に関する専門的な知識や経験を備えた社会教育士を養成 

・地域学校協働活動のコーディネーターとなる人材を対象とした研修会を実施 

 

○新３．かがわ芸術体験推進事業（2,000千円）（再掲） 

 (1) 事業内容 

豊かな心や、生涯にわたって文化芸術に親しむ心、地域の魅力を未来へ伝えておくための人材の育成

を目指し、子どもたちの発達段階に応じた体験活動を県内の子どもたちに広く提供する。 

 (2) 事業期間  令和５年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

① アートの魅力体験事業～芸術って楽しいな！～（1,400千円） 

幼児、小・中学生、特別支援学校の児童生徒を対象に、芸術家等によるワークショップの開催等 
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 ② せとうち高校生探究＆情報発信プロジェクト～島々に学び、瀬戸内を発信する～（600千円） 

高校生対象の探究型学習の開催 

 

４．全国高等学校総合文化祭開催準備事業（23,316千円）（再掲） 

 (1) 事業内容 

令和７年度に香川県で開催予定の第 49 回全国高等学校総合文化祭に向けて、実行委員会を設立して

準備を進めるとともに、広報イベント等を実施して県民への周知を図る。 

 (2) 事業期間  令和３年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

・全国高等学校総合文化祭香川県実行委員会の開催 

    ・文化部活動スキルアップ事業         等 

 

５．子どものネット依存対策・ネット利用適正化推進事業（4,161千円）（再掲） 

(1) 事業内容 

ネット・ゲーム依存予防対策の推進、学校におけるインターネット利用に関する指導の充実、トラブ

ルの未然防止・早期発見・早期対応、保護者への啓発活動のための指導者養成など、児童生徒のインタ

ーネットの適正な利用に向けた取組みを実施する。 

(2) 事業期間  平成21年度～ 

(3) ５年度事業内容 

① ネット・ゲーム依存の予防等に関する研修への教員等の派遣（186千円） 

   児童生徒のインターネット依存対策について専門的な知識を習得するため、教員等がインターネッ

ト依存対策の先駆的な取組み等を内容とする研修を受講し、その成果を学校等で活用する。 

② ネット・ゲーム依存予防対策学習シートの作成（998千円） 

   ネット・ゲームの適正利用についての家庭でのルールづくりを促すため、学習シートをリニューア

ルし、児童生徒や保護者に効果的な働きかけを行う。 

○新③ ネット・ゲーム依存予防対策マニュアルの改訂（445千円） 

   学校現場等でのトラブルに円滑に対応できるよう事例を追加するなど、マニュアルの改訂を行うと

ともに、教職員等向けにオンライン教材を作成する。 

④ さぬきっ子安全安心ネット指導員の養成（306千円） 

   保護者に対する啓発活動を行うために指導員の養成や資質の向上を図る。 

⑤ 親子参加型ワークショップの開催及び学習教材の作成（2,226千円） 

小学生とその保護者を対象とした、フィルタリング設定等の活用を促進する参加型ワークショップ

を開催するとともに、フィルタリング等の必要性の認識を高める学習教材を作成する。 
 

６．県立図書館利用推進事業（33,462千円） 

(1) 事業内容 

県民の教養、調査研究、レクリエーション等に必要とされる資料や市町立図書館等への支援に必要な

資料を幅広く収集するなど、図書館サービスの向上に努め、県立図書館の利用の推進を図る。 

(2) 事業期間  平成６年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

一般資料、郷土資料、児童資料、中・高校生向けの資料や市町立図書館等への支援・参考調査に必要

な資料を収集するとともに、障害者や高齢者等が利用しやすい資料やサービスの充実等を図る。 
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（事業番号：１４８） 

事 業 名 新・放課後子ども総合プラン 

当初予算額 613,329千円 担当課 
教育委員会生涯学習・文化財課（内線5333） 

健康福祉部子ども政策推進局子ども家庭課（内線3332） 

取組みの方向 ① 地域住民の参画を得て、子どもを対象とする体験活動や地域住民との交流活動の機会を提供する。 

② 子どもたちを地域社会の中で心豊かで健やかに育むことができる環境づくりを推進するため、放課後にお

ける子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）づくりを行う。 

事 業 概 要 １．放課後子供教室推進事業（30,231千円）（再掲） 

 (1) 事業内容 

    放課後等に小学校の余裕教室等を活用して、すべての子どもたちの安全・安心な活動場所を確保し、

地域の方々の参画を得て、勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の機会を提供する事業

（放課後子供教室）を推進する。 

 (2) 事業期間 

    平成19年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

① 推進委員会の開催等（513千円） 

    ・放課後子ども総合プラン推進委員会の開催運営 

    ・放課後子ども総合プラン研修会の実施 

② 市町への補助（29,718千円） 

    ・運営委員会の設置 

    ・地域コーディネーターの配置 

    ・放課後子供教室の実施 

    ・教室備品の整備 

 

２．放課後児童健全育成事業（583,098千円） 

 (1) 事業内容 

    保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生を対象として、放課後に遊びや生活の場を与え、健全

な育成を図る事業（放課後児童クラブ）を推進する。 

 (2) 事業期間 

    昭和53年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

① 放課後児童健全育成事業（542,472千円） 

放課後児童クラブを運営する市町に対して補助する。 

② 放課後子ども環境整備等事業（34,460千円） 

放課後児童クラブ実施施設の施設整備や備品整備を行う市町に対して補助する。 

③ 放課後児童クラブ等ＩＣＴ化推進事業（6,166千円） 

放課後児童クラブ等における業務のＩＣＴ化を推進するとともに、放課後児童支援員等に対するオ

ンライン研修を行うための環境整備を行う市町に対して補助する。 
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（事業番号：１４９） 

事 業 名 県立体育施設・設備整備等事業 

当初予算額 6,746,174千円 担当課 
教育委員会新県立体育館整備推進総室新県立体育館整備推進課（内線 5326）  

保健体育課（内線5327） 

取組みの方向 ① 競技スポーツ施設、生涯スポーツ施設及び交流推進施設としての機能を併せ持つ、香川県立アリーナをサ

ンポート高松に整備する。 

② 県立の体育施設の老朽化に伴う施設・設備の安全確保に努める。 

事 業 概 要 １．香川県立アリーナ整備事業（6,699,313千円）（再掲） 

(1) 香川県立アリーナ整備事業（6,676,313千円） 

  ① 事業内容 

香川県立アリーナをサンポート高松に整備する。 

  ② 事業期間 

平成30年度～   基本・実施設計 

令和３年度～       建設工事 

令和６年度     開設予定 

  ③ ５年度事業内容  

令和７年３月の開設に向けて建設工事を行う。 

 

○新(2) 香川県立アリーナ開館準備事業（23,000千円） 

  ① 事業内容 

香川県立アリーナの開設に向けた準備を行う。  

  ② 事業期間 

令和５年度～令和６年度 

③ ５年度事業内容 

指定管理者に対し、開設までの開館準備業務の委託を行う。 

 

○新２．旧県立体育館解体準備事業（46,861千円） 

(1) 事業内容 

旧県立体育館の解体に向けた準備を進める。 

(2) 事業期間 

   令和５年度～ 

(3) ５年度事業内容 

建物の解体方法やその費用等を把握するため、解体工事実施設計等を行う。 
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（事業番号：１５０） 

事 業 名 文化財の保存・活用事業 

当初予算額 43,758千円 担当課 教育委員会生涯学習・文化財課（内線5356） 

取組みの方向 「香川県文化財保存活用大綱」に基づき、地域の優れた文化財の保存・継承を行うとともに、文化財が地域

の古くからの個性を表す特質を活かし、地域活性化の資産として活用することで、「せとうち・香川ならではの

歴史文化の探求とそれを生かしたまちの魅力向上」をめざす。 

① 優れた国・県指定の文化財を県民の資産として保存・継承するため、修理等を行う。 

② 県指定の無形民俗文化財の保存・継承のため、後継者育成等について助成を行う。  

③ 県内各地域に所在する文化財の調査を実施し、地域の文化財の魅力を広く共有し、活用することで、地域

の活性化につなげる。 

④ ＨＰ・広報誌の活用やワークショップ・講座の開催などを通じて、積極的な情報発信を行う。 

事 業 概 要 １．指定文化財緊急保存修理・活用事業（32,518千円） 

(1) 事業内容 

   国・県指定文化財の所有者や管理団体等が行う保存修理等の事業に対して補助を行うことで、県内に

ある貴重な財産である指定文化財を良好な状態で保存・継承を行うとともに、観光資源としても活用を

推進する。 

 (2) 事業期間  平成25年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

     国・県指定文化財の所有者等が行う保存修理等の事業に対して補助を行う。 

    （市町が国庫補助を受けて保存修理事業等を行う場合の県費補助を含む。） 

 

２．文化財保存・管理事業（5,051千円） 

 (1) 文化財保存事業（1,161千円） 

① 事業内容 

県指定文化財を良好な状態で保存・継承し活用するための修理や、県指定民俗文化財の後継者育成

等に要する経費に補助を行う。 

② 事業期間  昭和63年度～ 

③ ５年度事業内容 

・指定文化財保存事業  指定文化財の修理等に要する経費に対する補助 

・ふるさと芸能わっしょいしょい事業  講習会の開催や道具の修理等を行う経費に対する補助 

 

○新(2) 第65回中国・四国ブロック民俗芸能大会開催事業（2,550千円）（再掲） 

  ① 事業内容 

     中国・四国各地にある民俗芸能（無形民俗文化財など）を一堂に集め公開する「中国・四国ブロック

民俗芸能大会」を本県において開催する。 

  ② 事業期間  令和５年度 

  ③ ５年度事業内容 

       ・会 場：香川県県民ホール 小ホール 

    ・日 程：令和５年11月（予定） 

 

 (3) 文化財管理事業（1,340千円） 

① 事業内容 

国指定文化財の防災設備保守点検や小規模な修理に要する経費に対して補助を行うとともに、県内

に所在する国指定文化財等の巡視を行う。 

② 事業期間  昭和63年度～ 

③ ５年度事業内容 

・国指定文化財管理事業  国指定文化財の防災設備保守点検等を行う経費に対する補助 

・文化財保護管理事業  県内の国指定文化財等の巡視の実施（巡視箇所数267か所） 
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 ３．讃岐国府跡調査事業（5,392千円） 

 (1) 事業内容 

    讃岐国府跡の遺構の概要を把握するための発掘調査を実施し、讃岐国府の評価や価値付けを行うとと

もに、調査成果を県内外へ広く発信することにより、文化財を活用した地域の活性化を図る。 

 (2) 事業期間  平成21年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

発掘調査を進め、讃岐国府跡の特徴を明確にし、文化財としての価値付けを行う。 

 

４．地域総合調査研究事業（797千円） 

(1) 事業内容 

    文化遺産を新たな地域づくりに生かすため、県内のモデル地域を対象にフィールドワークや発掘調査

等を実施した成果を報告書としてとりまとめ、地域の成り立ちや変遷を明らかにする。 

 (2) 事業期間  令和３年度～ 

 (3) ５年度事業内容 

島しょ部（直島町）における出土品等の整理やフィールドワークを実施した結果を報告書にとりまと

め、刊行する。 
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